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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリマー粒子および炭素フィラーを乾式混合して、ポリマー粒子表面の少なくとも一部
に炭素フィラーが存在し且つひとつのポリマー粒子と他のポリマー粒子との間に炭素フィ
ラーが介在している混合物を得、
　該混合物を１～５００ｋｇｆ／ｃｍ2の圧力で且つポリマー粒子の荷重たわみ温度、融
点またはガラス転移温度以上の温度で加圧成形することによって、　ポリマー粒子を軟化
させ、ひとつの炭素フィラーと他の炭素フィラーとの隙間に軟化ポリマーを浸み込ませる
、
　ポリマーだけから成るＡ相と炭素フィラーを主成分として含有するＢ相とを含み、Ｂ相
が３次元網目構造を形成しており且つ前記炭素フィラーが炭素繊維を含むものである、構
造体の製造方法。
【請求項２】
　ポリマー粒子は、熱可塑性樹脂、熱可塑性エラストマー、未架橋の熱硬化性樹脂および
未架橋のエラストマーからなる群から選ばれる少なくとも１つのポリマーから成る粒子で
ある請求項１に記載の構造体の製造方法。
【請求項３】
　ポリマー粒子は、その平均粒径が１μｍから５００μｍである請求項１または２に記載
の構造体の製造方法。
【請求項４】
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　炭素フィラーがカーボンブラックおよび黒鉛からなる群から選ばれる少なくとも１つを
さらに含むものである請求項１～３のいずれかひとつに記載の構造体の製造方法。
【請求項５】
　炭素繊維が気相法炭素繊維であり、
　該気相法炭素繊維は、平均繊維径が２０～５００ｎｍ、アスペクト比が２０～１０００
、ＢＥＴ比表面積が４～１００ｍ2／ｇ、Ｘ線回折法によるｄ002が０．３４５ｎｍ以下、
ラマン散乱スペクトルの１３４１～１３４９ｃｍ-1のバンドのピーク高さ（Ｉd）と１５
７０～１５７８ｃｍ-1のバンドのピーク高さ（Ｉg）の比：（Ｉd／Ｉg）が０．１～２で
ある請求項１～４のいずれかひとつに記載の構造体の製造方法。
【請求項６】
　炭素繊維が気相法炭素繊維であり、
　該気相法炭素繊維は、不活性雰囲気下、２０００～３５００℃の温度で熱処理したもの
である請求項１～４のいずれかひとつに記載の構造体の製造方法。
【請求項７】
　気相法炭素繊維は、その平均繊維径が５０～２００ｎｍである請求項５または６に記載
の構造体の製造方法。
【請求項８】
　加圧成形する際の保持時間が１５分以上である請求項１～７のいずれかひとつに記載の
構造体の製造方法。
【請求項９】
　加圧成形した後、所望の形状に切削加工することをさらに含む請求項１～８のいずれか
ひとつに記載の構造体の製造方法。
【請求項１０】
　所望の形状になる金型を用いて加圧成形する請求項１～９のいずれかひとつに記載の構
造体の製造方法。
【請求項１１】
　乾式混合をポリマー粒子の荷重たわみ温度、融点またはガラス転移温度未満の温度で行
う、請求項１～１０のいずれかひとつに記載の構造体の製造方法。
【請求項１２】
　構造体１００質量部に対して、ポリマー粒子を９９．５～９０質量部、炭素フィラーを
０．５～１０質量部用い、請求項１～１１のいずれかひとつに記載の方法によって体積固
有抵抗が１０2～１０10Ωｃｍである構造体を製造する工程を含む半導電性構造体の製造
方法。
【請求項１３】
　構造体１００質量部に対して、ポリマー粒子を８０～５０質量部、炭素フィラーを２０
～５０質量部用い、請求項１～１１のいずれかひとつに記載の方法によって体積固有抵抗
が１０-4～１０2Ωｃｍで且つ熱伝導率が７Ｗ／ｍＫ以上である構造体を製造する工程を
含む導電性及び／又は熱伝導性構造体の製造方法。
【請求項１４】
　炭素フィラー２０～５０質量部が、気相法炭素繊維０．５～３０質量部、黒鉛粉体０～
２０質量部および黒鉛化炭素繊維０～３０質量部からなる、請求項１３に記載の導電性及
び／又は熱伝導性構造体の製造方法。
【請求項１５】
　請求項１２に記載の製造方法によって半導電性構造体を製造する工程を含む帯電防止部
材の製造方法。
【請求項１６】
　請求項１２に記載の製造方法によって半導電性構造体を製造する工程を含む半導体、半
導体部品、ハードディスクヘッド、又はハードディスクを搬送するためのトレー用の帯電
防止部材の製造方法。
【請求項１７】
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　請求項１２に記載の製造方法によって半導電性構造体を製造する工程を含む帯電防止摺
動部材の製造方法。
【請求項１８】
　請求項１２に記載の製造方法によって半導電性構造体を製造する工程を含むクリーンル
ーム内で使用される部品用の帯電防止摺動部材の製造方法。
【請求項１９】
　請求項１２に記載の製造方法によって半導電性構造体を製造する工程を含むクリーンル
ーム内で使用される製造機械部品用の帯電防止摺動部材の製造方法。
【請求項２０】
　請求項１３または１４に記載の製造方法によって導電性及び／又は熱伝導性構造体を製
造する工程を含む導電性部材の製造方法。
【請求項２１】
　請求項１３または１４に記載の製造方法によって導電性及び／又は熱伝導性構造体を製
造する工程を含む燃料電池のセパレーター用の導電性部材の製造方法。
【請求項２２】
　請求項１３または１４に記載の製造方法によって導電性及び／又は熱伝導性構造体を製
造する工程を含む耐熱摺動部材の製造方法。
【請求項２３】
　請求項１３または１４に記載の製造方法によって導電性及び／又は熱伝導性構造体を製
造する工程を含む高温高荷重環境下で使用される部品用の耐熱摺動部材の製造方法。
【請求項２４】
　請求項１３または１４に記載の製造方法によって導電性及び／又は熱伝導性構造体を製
造する工程を含む高温高荷重環境下で使用される製造装置部品、ＯＡ機器部品又は自動車
部品用の耐熱摺動部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導電性構造体、導電性及び／又は熱伝導性構造体、該構造体の製造方法、
およびその用途に関する。詳細には、導電性および／または熱伝導性フィラーとしての炭
素フィラーをポリマー中に分散させてなるプラスチック構造体において、従来と同一の配
合量でも従来より高い導電性および／または熱伝導性を発揮する若しくは従来よりも少な
い配合量で従来と同等もしくはそれ以上の高い導電性および／または熱伝導性を発揮し、
高温高荷重に耐え、摩擦係数が小さく、摩耗しにくい構造体、および該構造体の製造方法
、並びにその用途に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車や航空機等には半導体部品や精密電気機器が多く用いられている。半導体部品は
静電気によって破損することがあるので、半導体製造現場や半導体部品を組み込んだ機器
では静電気の発生を防止する措置が必要である。また精密電気機器などでは外部からの電
磁波によって誤動作することがあるので、電磁波を遮蔽する措置が必要になる場合がある
。そのために、静電気の発生防止や電磁波の遮蔽を目的として半導電性樹脂成形品が用い
られている。
　半導電性／導電性樹脂成形品としては、樹脂やエラストマーに導電性フィラーを練りこ
んだ材料を成形したものが知られている。
　樹脂やゴムなどに充填する導電性フィラー量を増やしていくと、緩やかに導電性が増加
し、ある臨界充填量（閾値）を超えると導電性が劇的に増加し、導電性の劇的増加の後は
再び緩やかに導電性が増加していく。
【０００３】
　樹脂等に導電性フィラーを練りこんだ材料を用いて、帯電防止に適した体積固有抵抗値
にするためには、導電性フィラーを閾値以上添加する必要がある。しかし、導電性フィラ
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ーを閾値以上に添加すると、樹脂の溶融流動性が低下し成形加工が困難となり、ショート
ショットになりやすい。また導電性フィラーを多量に添加して成形加工できたとしても成
形品の表面外観が悪くなりやすく、またショット毎の質量のばらつき等で満足な成形品が
得られず、さらに衝撃強度等の機械的性質に劣った成形品しか得られない場合があった。
【０００４】
　このようなことから少量の導電性フィラーの配合で、高い導電性を有する成形品を得る
ために種々検討がなされている。例えば、導電性フィラーの粒子径、アスペクト比、比表
面積などを調整することが提案されているが、成形加工時の流動性を悪化させることがあ
り、適用可能な導電性フィラーに制限がある。導電性フィラーとの親和性が高い樹脂と、
親和性が低い樹脂とをブレンドし、海島構造のミクロドメインを形成することが提案され
ている（特許文献１及び２）。しかしながら、樹脂ブレンドによって性質が変化するのを
許容できない用途等の場合には、この方法は適用できない。また、導電性フィラーの表面
を処理して、樹脂／導電性フィラー間の界面エネルギーを大きくする方法が提案されてい
る（非特許文献１）。しかし、この方法を適用できる樹脂が限定され、また導電性フィラ
ーの表面処理は、導電性フィラー本来の特性を損なう場合がありその適用が限定される。
　このように、導電性以外の物性低下、成形時の流動性低下などを引き起こさずに、少量
の導電性フィラーで高い導電性を持つ成形品を得るための満足できる方法は見出されてい
ない。
【０００５】
　一方、ハードディスクなどの摺動部分を持つ機器では、摺動部分の摩擦によって発生す
る静電気や熱が機器の動作を誤らせることがある。また、摺動部分の磨耗によって発生す
る微粉等が精密機器に入り込みやはり誤動作の原因となることがある。そのために、静電
気による帯電防止や摩擦熱の放散を目的として導電性及び／又は熱伝導性樹脂成形品が用
いられている。摺動部材等に用いられる導電性及び／又は熱伝導性樹脂成形品としては、
例えば、炭素繊維を樹脂に混合して得られるものが提案されている（特許文献３及び４）
。しかし、上述したように、導電性／熱伝導性を得るためには多量のフィラーを配合する
必要がある。そのために配合したフィラーが磨耗によって微粉となって飛散することがあ
る。このように、導電性／熱伝導性以外の物性低下、成形時の流動性低下などを引き起こ
さずに、少量の導電性／熱伝導性フィラーで高い導電性／熱伝導性を持つ成形品を得るた
めの満足できる方法は見出されていない。
【０００６】
【特許文献１】特開平２－２０１８１１号公報
【特許文献２】特開平１－２６３１５６号公報
【非特許文献１】日本接着協会誌２３、１０３、１９８７
【特許文献３】特開平３－３８３２７号公報
【特許文献４】特開平４－１１６９３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、導電性および／または熱伝導性フィラーとしての炭素フィラーをポリ
マー中に分散させてなるプラスチック構造体において、従来と同一の配合量でも従来より
高い導電性および／または熱伝導性を発揮する若しくは従来よりも少ない配合量で従来と
同等もしくはそれ以上の高い導電性および／または熱伝導性を発揮し、高温高荷重に耐え
、摩擦係数が小さく、摩耗しにくい構造体、および該構造体の製造方法、並びにその用途
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは鋭意検討を重ねた結果、ポリマー粒子および炭素フィラーを乾式混合して
、　ポリマー粒子表面の少なくとも一部に炭素フィラーが存在し、ひとつのポリマー粒子
と他のポリマー粒子との間に炭素フィラーが介在している混合物を得、その混合物を１～
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５００ｋｇｆ／ｃｍ２の圧力で且つポリマー粒子の荷重たわみ温度、融点またはガラス転
移温度以上の温度で加圧成形することによって、ポリマーだけからなるＡ相と、炭素フィ
ラーを主成分として含有するＢ相とを含み、前記Ｂ相が前記Ａ相それぞれの周囲を取り囲
み、ひとつのＡ相と他のＡ相との間にＢ相が介在し、該Ｂ相が３次元網目構造又は断面が
マーブル模様状に分布している構造体が得られ、この構造体が従来と同一の配合量でも従
来より高い導電性および／または熱伝導性を発揮する若しくは従来よりも少ない配合量で
従来と同等もしくはそれ以上の高い導電性および／または熱伝導性を発揮することを見出
した。さらにこの構造体を摺動部材に適用すると、高温高荷重に耐え、摩擦係数が小さく
、摩耗しにくく、かつ熱伝導性が良好で、発生する熱を速やかに放出することができ、さ
らに、相手材がアルミニウムであっても、アルミニウムを損傷させることなく、摺動性能
を長期間保持することができることを見出した。本発明はこれらの知見に基づいて完成し
たものである。
【０００９】
　かくして本発明によれば、
〔１〕　ポリマー粒子表面の少なくとも一部に炭素フィラーが存在し、ひとつのポリマー
粒子と他のポリマー粒子との間に炭素フィラーが介在している混合物。
〔２〕　前記〔１〕に記載の混合物をポリマー粒子の荷重たわみ温度、融点またはガラス
転移温度以上の温度で加熱することにより、ポリマー粒子を軟化させ、ひとつの炭素フィ
ラーと他の炭素フィラーとの隙間に軟化ポリマーを浸み込ませてなる、ポリマーだけから
成るＡ相と炭素フィラーを主成分として含有するＢ相とを含み、Ｂ相が３次元網目構造を
形成している、構造体。
〔３〕　ポリマーだけからなるＡ相と、炭素フィラーを主成分として含有するＢ相とを含
み、前記Ｂ相が前記Ａ相それぞれの周囲を取り囲み、ひとつのＡ相と他のＡ相との間にＢ
相が介在し、該Ｂ相がマーブル模様状に分布している構造体。
〔４〕　ポリマー粒子は、熱可塑性樹脂、熱可塑性エラストマー、未架橋の熱硬化性樹脂
および未架橋のエラストマーからなる群から選ばれる少なくとも１つのポリマーから成る
粒子である前記〔２〕に記載の構造体。
〔５〕　ポリマー粒子は、その平均粒径が１μｍから５００μｍである前記〔２〕に記載
の構造体。
【００１０】
〔６〕　炭素フィラーは、カーボンブラック、炭素繊維、および黒鉛からなる群から選ば
れる少なくとも１つのものである前記〔２〕又は〔３〕に記載の構造体。
〔７〕　炭素フィラーが気相法炭素繊維であり、
　該気相法炭素繊維は、平均繊維径が２０～５００ｎｍ、アスペクト比が２０～１０００
、ＢＥＴ比表面積が４～１００ｍ2／ｇ、Ｘ線回折法によるｄ002が０．３４５ｎｍ以下、
ラマン散乱スペクトルの１３４１～１３４９ｃｍ-1のバンドのピーク高さ（Ｉd）と１５
７０～１５７８ｃｍ-1のバンドのピーク高さ（Ｉg）の比：（Ｉd／Ｉg）が０．１～２で
ある前記〔２〕又は〔３〕に記載の構造体。
〔８〕　炭素フィラーが気相法炭素繊維であり、
　該気相法炭素繊維は、不活性雰囲気下、２０００～３５００℃の温度で熱処理したもの
である前記〔２〕又は〔３〕に記載の構造体。
〔９〕　気相法炭素繊維は、その平均繊維径が５０～２００ｎｍである前記〔７〕又は〔
８〕に記載の構造体。
〔１０〕　ポリマー粒子および炭素フィラーを乾式混合し、次いで１～５００ｋｇｆ／ｃ
ｍ2の圧力で且つポリマー粒子の荷重たわみ温度、融点またはガラス転移温度以上の温度
で加圧成形して得られた前記〔２〕又は〔３〕に記載の構造体。
【００１１】
〔１１〕　ポリマー粒子および炭素フィラーを乾式混合し、次いで１～５００ｋｇｆ／ｃ
ｍ２の圧力で且つポリマー粒子の荷重たわみ温度、融点またはガラス転移温度以上の温度
で加圧成形することを含む前記〔２〕又は〔３〕に記載の構造体の製造方法。
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〔１２〕　加圧成形する際の保持時間が１５分以上である前記〔１１〕に記載の構造体の
製造方法。
〔１３〕　加圧成形した後、所望の形状に切削加工することをさらに含む前記〔１１〕に
記載の構造体の製造方法。
〔１４〕　所望の形状になる金型を用いて加圧成形する前記〔１１〕に記載の構造体の製
造方法。
〔１５〕　乾式混合をポリマー粒子の荷重たわみ温度、融点またはガラス転移温度未満の
温度で行う、前記〔１１〕に記載の構造体の製造方法。
【００１２】
〔１６〕　構造体１００質量部に対して、ポリマーを９９．５～９０質量部、炭素フィラ
ーを０．５～１０質量部含み、体積固有抵抗が１０２～１０１０Ωｃｍである、前記〔２
〕又は〔３〕に記載の半導電性構造体。
〔１７〕　炭素フィラーが気相法炭素繊維である前記〔１６〕に記載の半導電性構造体。
〔１８〕　構造体１００質量部に対して、ポリマーを８０～５０質量部、炭素フィラーを
２０～５０質量部含み、体積固有抵抗が１０－４～１０２Ωｃｍであり、且つ熱伝導率が
７Ｗ／ｍＫ以上である、前記〔２〕又は〔３〕に記載の導電性及び／又は熱伝導性構造体
。
〔１９〕　炭素フィラー２０～５０質量部が、気相法炭素繊維０．５～３０質量部、黒鉛
粉体０～２０質量部および黒鉛化炭素繊維０～３０質量部からなる、前記〔１８〕に記載
の導電性及び／又は熱伝導性構造体。
【００１３】
〔２０〕　前記〔１６〕又は〔１７〕に記載の半導電性構造体からなる帯電防止部材。
〔２１〕　半導体、半導体部品、ハードディスクヘッド、又はハードディスクを搬送する
ためのトレー用である前記〔２０〕に記載の帯電防止部材
〔２２〕　前記〔１６〕又は〔１７〕に記載の半導電性構造体からなる帯電防止摺動部材
。
〔２３〕　クリーンルーム内で使用される部品用である前記〔２２〕に記載の帯電防止摺
動部材。
〔２４〕　クリーンルーム内で使用される製造機械部品用である前記〔２２〕に記載の帯
電防止摺動部材。
【００１４】
〔２５〕　前記〔１８〕又は〔１９〕に記載の導電性及び／又は熱伝導性構造体からなる
導電性部材。
〔２６〕　燃料電池のセパレーター用である前記〔２５〕に記載の導電性部材。
〔２７〕　前記〔１８〕又は〔１９〕に記載の導電性及び／又は熱伝導性構造体からなる
耐熱摺動部材。
〔２８〕　高温高荷重環境下で使用される部品用である前記〔２７〕に記載の耐熱摺動部
材。
〔２９〕　高温高荷重環境下で使用される製造装置部品、ＯＡ機器部品又は自動車部品用
である、前記〔２７〕に記載の耐熱摺動部材。
　が提供される。
【発明の効果】
【００１５】
　導電性フィラーおよび／または熱伝導性フィラーを、１種のポリマー中に分散させて導
電性能および／または熱伝導性能に優れるプラスチックを得るに際し、通常は導電性フィ
ラーと樹脂を溶融混練し、更に射出成形される場合が多い。その場合、溶融樹脂中の導電
性フィラーはせん断力で分散されるため、導電および伝熱ネットワークが破壊されたり、
導電性フィラーの破壊が起こり、特に繊維状導電性フィラーではアスペクト比が小さくな
る傾向があり、所望の導電性又は伝熱性を得るためにフィラーを多量に添加する必要があ
ることが知られている。本発明では、軟化ポリマー中でせん断力が加わらないので、効果
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的なネットワーク構造を形成でき、所望の導電性又は伝熱性を得るために必要な炭素フィ
ラーの添加量を劇的に少なくすることが可能になり、その産業上の利用価値は極めて高い
。
【００１６】
　本発明の（半導電性、導電性および／または熱伝導性）構造体は、ポリマー本来が有し
ていた機械的強度を持ち、且つ導電性、帯電防止性などの電気的特性および熱伝導性など
の熱的特性が優れている。また、本発明の構造体は、機械的強度、塗装性、熱安定性、衝
撃強度に優れ、かつ導電性、帯電防止性に優れているので、電気電子部品の搬送、包装用
部品、電気電子分野やＯＡ機器用部品、静電塗装用の自動車部品など、多くの分野に有用
である。さらに本発明の構造体は、熱伝導性に優れているので、温度や荷重の許容範囲が
広くなり、高温高荷重で使用される摺動部材に好適である。本発明の構造体はその産業上
の利用価値は極めて高い。
【００１７】
　本発明の構造体において、アスペクト比の高い気相法炭素繊維を用いた場合でも、炭素
繊維の破壊が抑制されアスペクト比の低下がほとんどない。炭素繊維を高充填することに
よって、高温高荷重に耐え、摩擦係数が小さく、摩耗しにくく且つフィラーの脱離が少な
く、かつ熱伝導性が良好で、発生する熱を速やかに放出することができる。さらに、相手
材がアルミニウムであっても、アルミニウムを損傷させることなく、性能を長期間保持す
ることができる摺動部材を得ることができる。本発明はその産業上の利用価値は極めて高
い。
　本発明の摺動部材は、力学的特性、耐熱性、熱伝導性に優れている。特に摺動性に関し
ては、摩擦係数および摩耗量ともに小さく、限界ＰＶ値が非常に大きい。そのため、自動
車、電気・電子分野等の摺動部材として広範な用途に使用できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
（ポリマー粒子と炭素フィラーとの混合物）
　本発明の混合物は、　ポリマー粒子表面の少なくとも一部に炭素フィラーが存在し、ひ
とつのポリマー粒子と他のポリマー粒子との間に炭素フィラーが介在しているものである
。図４（１）は本発明の混合物の一例を概念的に示した図である。図中、黒線で示した炭
素フィラーの中に白丸で示したポリマー粒子が浮かんで分散しているようになっている。
この混合物中ではポリマー粒子は自由に動くことができ相互に結合していない。
【００１９】
　本発明に用いるポリマー粒子はその粒子径が通常１～５００μｍ、好ましくは５～２０
０μｍである。この粒子径が大きすぎると分散不良を起こしやすくなる。ポリマー粒子を
構成するポリマーは、特に制限されず、例えば、熱可塑性樹脂、熱可塑性エラストマー、
未架橋の熱硬化性樹脂、未架橋のエラストマーから選択することができる。
【００２０】
　熱可塑性樹脂としては、成形分野で使用される熱可塑性樹脂であれば特に制限はなく、
例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ
）、ポリトリメチレンテレフタレート（ＰＴＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）
、液晶ポリエステル（ＬＣＰ）等のポリエステル；ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレ
ン（ＰＰ）、ポリブテンー１（ＰＢ－１）、ポリブチレン等のポリオレフィン；スチレン
系樹脂；ポリオキシメチレン（ＰＯＭ）、ポリアミド（ＰＡ）、ポリカーボネート（ＰＣ
），ポリメチレメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、ポリフェニレ
ンエーテル（ＰＰＥ）、ポリフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）、ポリイミド（ＰＩ）、ポ
リアミドイミド（ＰＡＩ）、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリスルフォン（ＰＳＵ）
、ポリエーテルスルフォン、ポリケトン（ＰＫ）、ポリエーテルケトン（ＰＥＫ）、ポリ
エーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリエーテルケトンケトン（ＰＥＫＫ）、ポリア
リレート（ＰＡＲ）、ポリエーテルニトリル（ＰＥＮ）；フェノール（ノボラック型など
）フェノキシ樹脂；ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）などのフッ素系樹脂；熱可
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塑性ポリイミド、ポリベンズイミダゾール、液晶ポリマー、シクロオレフィンポリマー、
ポリアセタール、ポリフェニレンオキサイド、熱可塑性ポリエステル、超高分子量ポリエ
チレンなどが挙げられる。そしてこれらは共重合体や変性体であってもよいし、２種類以
上をブレンドした樹脂であってもよい。また、更に耐衝撃性向上のために、上記熱可塑性
樹脂にその他のエラストマーもしくはゴム成分を添加した樹脂であってもよい。
　超高分子量ポリエチレンなどの分子量が非常に高い樹脂や、ポリテトラフルオロエチレ
ンなどの成形加工条件幅が狭く溶融混練ができない樹脂、ポリベンズイミダゾールなどの
非常に耐熱性が高く溶融流動性を示さない樹脂であっても、本発明の方法を用いれば、容
易に半導電性、導電性及び／又は熱伝導性の構造体を得ることができる。
　熱可塑性エラストマーとしてはポリスチレン系、ポリオレフィン系、ポリウレタン系、
ポリエステル系、ポリアミド系、ポリブタジエン系、ポリイソプレン系、フッ素系等の熱
可塑性エラストマー等が挙げられる。
【００２１】
　熱硬化性樹脂としては、成形分野で使用される熱硬化性樹脂であれば特に制限はなく、
例えば、不飽和ポリエステル、ビニルエステル、エポキシ、フェノール（レゾール型）、
ユリア・メラミン、ポリイミド等が挙げられる。これらは共重合体や変性体であってもよ
いし、２種類以上をブレンドした樹脂であってもよい。また、更に耐衝撃性向上のために
、上記熱硬化性樹脂にエラストマーもしくはゴム成分を添加した樹脂であってもよい。熱
可塑性樹脂、熱硬化性樹脂又はエラストマーからなるポリマー粒子は混合物中では未架橋
／未硬化のものである。そして、後述するように混合物を加圧成形する際に熱可塑性樹脂
、熱硬化性樹脂又はエラストマーを架橋／硬化してもよい。
　エラストマーとしては、天然ゴム、イソプレンゴム、スチレンブタジエンゴム、ブタジ
エンゴム、クロロプレンゴム、二トリルゴム、ブチルゴム、エチレンプロピレンゴム、ウ
レタンゴム、シリコンゴム、アクリルゴム、クロルスルホン化ポリエチレンゴム、フッ素
ゴム、水素化二トリルゴム、エピクロルヒドリンゴム、多硫化ゴムなどが挙げられる。
【００２２】
　これらポリマーのうち、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルケトン、熱可塑性
ポリイミド、ポリベンズイミダゾール、液晶ポリマー、ポリエーテルサルフォン、ポリサ
ルフォン、ポリエーテルイミド、ポリアミドイミド、ポリフェニレンサルファイド、シク
ロオレフィンポリマー、ポリカーボネート、ポリアミド、ポリアセタール、ポリフェニレ
ンオキサイド、熱可塑性ポリエステル、ポリテトラフルオロエチレン、超高分子量ポリエ
チレンが好適である。
【００２３】
　本発明で用いる炭素フィラーは、導電性又は伝熱性を付与することができる炭素材料で
あれば特に制限はない。例えば、カーボンブラック、炭素繊維、黒鉛などが挙げられる。
これらのうち炭素繊維、特に気相法炭素繊維が好適である。
【００２４】
　本発明で用いる気相法炭素繊維は、例えば、高温の不活性ガス雰囲気下で、触媒となる
鉄と共にガス化された有機化合物を吹き込むことにより製造することができる（特開平７
－１５０４１９号公報等）。
　本発明で使用する気相法炭素繊維は、その平均繊維径が２０～５００ｎｍであることが
好ましく、５０～２００ｎｍであることがさらに好ましい。平均繊維径が小さくなると表
面エネルギーが指数関数的に大きくなり、繊維同士の凝集力が増大する傾向がある。平均
繊維径の小さい気相法炭素繊維とポリマー粒子とを単純に乾式ブレンドしても、炭素繊維
の凝集が解けず、十分に分散されず、効果的な導電または熱伝導ネットワークの形成が困
難になる。そのために炭素繊維の添加量を多くしなければならなくなり、構造体の機械的
特性、特に衝撃性が低下傾向になる。一方、平均繊維径が大きくなると、炭素繊維は容易
に分散するが、微視的に均一なものができないばかりでなく、成形品表面にも炭素繊維が
出やすくなり、摺動特性を低下させることがある。
【００２５】
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　本発明で使用する気相法炭素繊維は、そのアスペクト比が好ましくは２０～１０００で
あり、より好ましくは４０～５００である。
　アスペクト比が大きくなる（すなわち、繊維長が長くなる）と炭素繊維同士が絡まりあ
い、容易にほぐすことができなくなり、十分な分散が得られなくなる。一方、アスペクト
比が小さくなると、導電ネットワークを形成するために１０質量％以上のフィラーを添加
しなければならず、ポリマーの流動性や引張強度の低下が顕著になるので好ましくない。
【００２６】
　本発明で使用する気相法炭素繊維は、その分岐度が、好ましくは０．３個／μｍ以下、
より好ましくは０．２個／μｍ以下、さらに好ましくは０．１個／μｍ以下である。分岐
度が０．３個／μｍを超えると、炭素繊維が強固な凝集体を形成してしまい、少量で効率
的な導電性付与が困難な傾向になる。
【００２７】
　本発明で使用する気相法炭素繊維は、Ｘ線回折法による平均面間隔ｄ００２が、好まし
くは０．３４５ｎｍ以下、より好ましくは０．３４３ｎｍ以下、さらに好ましくは０．３
４０ｎｍ以下である。平均面間隔ｄ００２が０．３４５ｎｍを超えるものは、グラファイ
ト結晶が十分発達していないため、炭素繊維単身の抵抗率が大きくなる傾向がある。さら
に、ポリマーなどに混合したときの、炭素繊維－ポリマー－炭素繊維間の電子の移動が困
難な傾向になり、所望の導電性を得るための炭素繊維添加量が多くなる傾向がある。
【００２８】
　本発明で使用する気相法炭素繊維は、そのＢＥＴ比表面積が、好ましくは４～１００ｍ
２／ｇ、より好ましくは１０～４０ｍ２／ｇである。ＢＥＴ比表面積が大きい炭素繊維は
、その表面エネルギーが大きくなり、付着・凝集力が強くなるために分散が困難な傾向に
なる。さらに、マトリックスポリマーと炭素繊維の界面積が大きくなり、マトリックスポ
リマーが十分に繊維を被覆することができなくなったり、炭素繊維がマトリックスポリマ
ーから剥離する確率が増大傾向になる。その結果、ポリマーとの複合体を作製した場合、
電気伝導性のみならず機械的強度の劣化を招くことがある。
【００２９】
　本発明で使用する気相法炭素繊維は、そのラマン散乱スペクトルの１３４１～１３４９
ｃｍ－１のバンドのピーク高さ（Ｉｄ）と１５７０～１５７８ｃｍ－１のバンドのピーク
高さ（Ｉｇ）の比（Ｉｄ／Ｉｇ）は、好ましくは０．１～２、より好ましくは０．１～１
．４、さらに好ましくは０．１５～１．３、特に好ましくは０．２～１．２である。
【００３０】
　本発明で使用する気相法炭素繊維は、有機遷移金属化合物の存在下、炭素源（有機化合
物）を熱分解することにより製造することができる。
　炭素繊維の原料となる炭素源（有機化合物）としては、トルエン、ベンゼン、ナフタレ
ン、エチレン、アセチレン、エタン、天然ガス、一酸化炭素等のガスが挙げられ、それら
を単独でまたは２以上を組み合わせて用いることができる。これらの中でもトルエン、ベ
ンゼン等の芳香族炭化水素が好ましい。
【００３１】
　有機遷移金属化合物は、触媒となる遷移金属を含む化合物である。触媒として用いる遷
移金属としては周期律表第４～１０族の元素が挙げられる。好ましい有機遷移金属化合物
としてはフェロセン、ニッケロセンが挙げられる。
　熱分解反応雰囲気下で、遷移金属触媒粒子表面に吸着した水素などのガスを効率的に除
去し、触媒活性を高めるための助触媒として、硫黄、チオフェンなどの硫黄化合物を用い
ることができる。
【００３２】
　水素などの還元性ガスをキャリアガスに用い、上記有機化合物と有機遷移金属化合物、
及び硫黄化合物を８００～１３００℃に加熱した反応炉へ供給し、熱分解反応させること
によって炭素繊維を得ることができる。
【００３３】
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　原料の形態としては、芳香族炭化水素に有機遷移金属化合物および硫黄化合物を溶解さ
せたもの（液体原料）や、５００℃以下で気化させたもの（気体原料）を用いることがで
きる。しかし、液体原料は、反応管壁において気化・分解を起こし、反応管内で局所的に
原料濃度分布が生じ、その結果、生成した炭素繊維同士が凝集する傾向を示す。したがっ
て、原料の形態としては、反応管中における原料濃度分布を生じ難い気体原料が好ましい
。
【００３４】
　遷移金属触媒と硫黄化合物助触媒との割合は、遷移金属／（遷移金属＋硫黄）×１００
［質量％］の計算式において１５～３５質量％が好ましい。１５質量％以下になると、触
媒活性が高まり、繊維の分岐数が増大したり、放射状に繊維が生成したりする等、繊維同
士の相互作用が増加して強固な凝集体を形成しやすい。また、３５質量％以上になると、
触媒に吸着した水素を十分除去できなくなり、触媒への炭素源供給が阻害され炭素繊維以
外の炭素粒子が発生しやすくなる。
【００３５】
　炭素繊維の分岐数および凝集体のほぐれ具合は、炭素繊維合成時の原料濃度により決定
される。すなわち、気相中の原料濃度が高いと、生成した炭素繊維表面に触媒粒子の不均
一な核が発生し、炭素繊維表面からさらに炭素繊維が成長し、樹氷状の炭素繊維が形成さ
れる。また、高濃度で生成した炭素繊維同士が絡み合い、容易にほぐすことができない。
したがって、反応管中の原料供給量とキャリアガス流量の比は、１ｇ／リットル以下が好
ましく、０．５ｇ／リットル以下がより好ましくは、０．２ｇ／リットル以下が特に好ま
しい。
【００３６】
　炭素繊維表面に付着したタールなどの有機物を除去するために不活性雰囲気中で９００
～１３００℃で熱処理することが好ましい。炭素繊維の導電率を向上させるためには、さ
らに不活性雰囲気下で２０００～３５００℃で熱処理を行い、結晶を発達させることが好
ましい。
【００３７】
　結晶を発達させるために使用する熱処理炉は、２０００℃以上、好ましくは２３００℃
以上の所望する温度に保持できる炉であればよく、通常の、アチソン炉、抵抗炉、高周波
炉他の何れの装置でもよい。また、場合によっては、粉体または成形体に直接通電して加
熱する方法も使用できる。
【００３８】
　熱処理の雰囲気は非酸化性の雰囲気、好ましくはアルゴン、ヘリウム、ネオン等の１種
もしくは２種以上の希ガス雰囲気がよい。熱処理の時間は、生産性の面からは出来るだけ
、短い方が好ましい。長時間加熱を続けると、焼結し固まってくるので、製品収率も悪化
する。従って、成形体等の中心部の温度が目標温度に達した後、その温度に１０分～１時
間保持すれば十分である。
【００３９】
　炭素繊維の結晶をさらに発達させ、導電性を向上させるために、不活性雰囲気下で２０
００～３５００℃で加熱する黒鉛化処理を行う際に、炭化ホウ素（Ｂ４Ｃ）、酸化ホウ素
（Ｂ２Ｏ３）、元素状ホウ素、ホウ酸（Ｈ３ＢＯ３）、ホウ酸塩等のホウ素化合物を混合
してもよい。
【００４０】
　ホウ素化合物の添加量は、用いるホウ素化合物の化学的特性、物理的特性に依存するた
め一概に規定できないが、例えば炭化ホウ素（Ｂ４Ｃ）を使用した場合には、炭素繊維に
対して０．０５～１０質量％、好ましくは０．１～５質量％の範囲がよい。
【００４１】
　ホウ素化合物との熱処理により、炭素繊維の結晶性が向上し、導電性が向上する。炭素
繊維の結晶内あるいは結晶表面に含まれるホウ素量は０．０１～５質量％がよい。炭素繊
維の導電性やポリマーとの親和性を改善するために、０．１質量％以上のホウ素を含むこ
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とがより好ましい。また、グラフェンシートに置換し得るホウ素量は３質量％程度であり
、それ以上、特に５質量％以上のホウ素はホウ素炭化物やホウ素酸化物として存在し、導
電性を低下させる傾向になる。
【００４２】
　また、炭素繊維とポリマーとの親和性を向上させるために炭素繊維を酸化処理して繊維
表面にフェノール性水酸基、カルボキシル基、キノン基、ラクトン基を導入することもで
きる。さらに、シラン系あるいはチタネート系、アルミニウム系、リン酸エステル系のカ
ップリング剤等により、表面処理を施してもよい。
【００４３】
　本発明の混合物には、本発明の目的、効果を損なわない範囲で、他の各種ポリマー添加
剤を配合することができる。配合できるポリマー添加剤としては、例えば、着色剤、可塑
剤、滑剤、熱安定剤、光安定剤、紫外線吸収剤、充填剤、発泡剤、難燃剤、防錆剤などが
挙げられる。これらの各種ポリマー添加剤は、ポリマー粒子と炭素フィラーとを乾式混合
する際に添加するのが好ましい。
【００４４】
　本発明の混合物は、ポリマー粒子と炭素フィラーとを乾式混合することによって得られ
る。
　ポリマー粒子と炭素フィラーとの混合割合は特に制限されないが、帯電防止性に優れた
構造体を得る観点から、構造体１００質量部に対して、ポリマー９９．５～９０質量部、
炭素フィラー０．５～１０質量部となる割合であることが好ましい。
【００４５】
　導電性及び／又は熱伝導性に優れた構造体を得る観点から、構造体１００質量部に対し
て、ポリマー８０～５０質量部、炭素フィラー２０～５０質量部となる割合であることが
好ましい。また、本発明において導電性と熱伝導性とを兼ね備えた構造体を得る観点から
、炭素フィラー２０～５０質量部を、気相法炭素繊維０．５～３０質量部、黒鉛粉体０～
２０質量部および黒鉛化炭素繊維０～３０質量部からなるものにすることが好ましい。
【００４６】
　乾式混合はポリマー粒子の荷重たわみ温度、融点またはガラス転移温度未満の温度で行
うことが好ましい。この乾式混合によって、ポリマー粒子それぞれの周囲を炭素フィラー
が取り囲むようになる。そして、ひとつのポリマー粒子と他のポリマー粒子との間に炭素
フィラーが介在し、該炭素フィラーが３次元網目構造状に分布するようになる。
【００４７】
（構造体）
　本発明の構造体は、ポリマーだけからなるＡ相と、炭素フィラーを主成分として含有す
るＢ相とを含み、前記Ｂ相が前記Ａ相それぞれの周囲を取り囲み、ひとつのＡ相と他のＡ
相との間にＢ相が介在し、該Ｂ相がマーブル模様状に分布しているものである。
　また、本発明の構造体は、前記の混合物をポリマー粒子の荷重たわみ温度、融点または
ガラス転移温度以上の温度で加熱することにより、ポリマー粒子を軟化させ、ひとつの炭
素フィラーと他の炭素フィラーとの隙間に軟化ポリマーを浸み込ませてなる、ポリマーだ
けから成るＡ相と炭素フィラーを主成分として含有するＢ相とを含み、Ｂ相が３次元網目
構造を形成しているものである。なお、加熱する温度は、結晶性ポリマーでは融点を、非
晶性ポリマーでは、ガラス転移温度を、融点及びガラス転移温度が不明又は無い場合は荷
重たわみ温度を基準に用いる。
【００４８】
　図１は本発明構造体の一例の光学顕微鏡像を示す図である。図中、黒色部分は炭素フィ
ラーを主成分として含有するＢ相であり、白色部分はポリマーだけからなるＡ相である。
　図１に示すように構造体の断面を観察すると、Ａ相の周りをＢ相が取り囲み、Ｂ相はマ
ーブル模様状に分布している。そして構造体中のＢ相は３次元網目構造を形成している。
　３次元網目構造又は断面観察においてマーブル模様状に分布したＢ相の平均幅は通常０
．５～１００μｍであり、Ａ相の大きさは、平均相当直径で、通常０．１～１０００μｍ
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、好ましくは１～５００μｍである。
【００４９】
　本発明の構造体は、前記混合物を１～５００ｋｇｆ／ｃｍ２の圧力で且つポリマー粒子
の荷重たわみ温度、融点またはガラス転移温度以上の温度で加圧成形することによって得
られる。図４（２）は構造体の構造を模式的に示した図である。加圧成形においては炭素
フィラーにかかるせん断力が弱いので、混合物（図４（１））の３次元網目構造を維持し
たまま、構造体（図４（２））を形成することができる。加圧成形する際の保持時間は好
ましくは１５分以上である。
【００５０】
　加圧成形において所望の形状になる金型を用いることによって、用途に応じた形状の構
造体を容易に得ることができる。また、加圧成形した後で所望の形状に切削加工すること
によって用途に応じた形状の構造体を得てもよい。
【００５１】
　本発明の導電性構造体は、構造体１００質量部に対して、ポリマーを９９．５～９０質
量部、炭素フィラーを０．５～１０質量部含み、体積固有抵抗が１０２～１０１０Ωｃｍ
である。
　また本発明の導電性／熱伝導性構造体は、構造体１００質量部に対して、ポリマーを８
０～５０質量部、炭素フィラーを２０～５０質量部含み、体積固有抵抗が１０－４～１０
２Ωｃｍであり、且つ熱伝導率が７Ｗ／ｍＫ以上である。
【００５２】
　本発明の構造体は炭素フィラーの添加量によって、半導電性構造体、又は導電性／熱伝
導性構造体にすることができる。そして半導電性構造体は、帯電防止部材、帯電防止摺動
部材として好適である。本発明の帯電防止部材は、特に半導体、半導体部品、ハードディ
スクヘッド、ハードディスクを搬送するためのトレー用途に好適である。また本発明の帯
電防止摺動部材はクリーンルーム内で使用される部品用や、クリーンルーム内で使用され
る製造機械部品用に好適である。本発明の導電性及び／又は熱伝導性構造体は、導電性部
材、耐熱摺動部材として利用され、導電性部材は燃料電池のセパレーターに好適であり、
耐熱摺動部材は高温高荷重環境下で使用される部品用や、高温高荷重環境下で使用される
製造装置部品、ＯＡ機器部品又は自動車部品用に好適である。
【実施例】
【００５３】
　以下に本発明を実施例によって、詳しく説明するが、本発明はこれらの範囲に限定され
るものではない。
実施例１
　ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）粒子９９．５質量部と、気相法炭素繊維（Ｖ
ＧＣＦ－Ｓ）０．５質量部とをヘンシェルミキサー（容量１０リットル）で室温で１０分
間乾式混合し、巨視的に均一な混合物を得た。この混合物は、図４（１）に示すようにポ
リマー粒子それぞれの周囲を炭素フィラーが取り囲み、ひとつのポリマー粒子と他のポリ
マー粒子との間に炭素フィラーが介在していた。
　この混合物を金型に充填し、温度３６０℃、圧力２００ｋｇｆ／ｃｍ２で３０分間加圧
成形して構造体（２００×２００×６０ｍｍ厚）を得た。この構造体を各種評価試験に必
要な形状に切削加工して試験片を得た。評価結果を表１に示した。この構造体は光学顕微
鏡観察で図１に示すようなマーブル模様状にＰＥＥＫ相（白色部）と炭素フィラー相（黒
色部）とが分布していた。Ｂ相の平均幅が約１０μｍ、Ａ相の平均相当直径が約３０μｍ
であった。
【００５４】
実施例２～５
　表１に示す配合処方に代えた他は実施例１と同様にして構造体を得た。評価結果を表１
に示した。これらの構造体の断面は光学顕微鏡観察で図１に示すようなマーブル模様状に
ＰＥＥＫ相（白色部）と炭素フィラー相（黒色部）とが分布していた。
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　表１に示す配合処方に代え、加圧成形時の温度を３１０℃にした他は実施例１と同様に
して構造体を得た。評価結果を表１に示した。これらの構造体は実施例１と同様のマーブ
ル模様状にＰＰＳ相（白色部）と炭素フィラー相（黒色部）とが分布していた。
実施例９～１０
　表１に示す配合処方に代え、加圧成形時の温度を５００℃にした他は実施例１と同様に
して構造体を得た。評価結果を表１に示した。これらの構造体は実施例１と同様のマーブ
ル模様状にＰＢＩ相（白色部）と炭素フィラー相（黒色部）とが分布していた。
【００５５】
【表１】

【００５６】
比較例１
　ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）粒子９３質量部と気相法炭素繊維（ＶＧＣＦ
－Ｓ）７質量部とを同方向２軸押出機を用いて３６０℃で練り合わせ、次いで３８０℃で
射出成形して成形体（１００×１００×３ｍｍ厚、フィルムゲート）を得た。この成形体
を各種評価試験に必要な形状に切削加工して試験片を得た。評価結果を表２に示した。こ
の成形体の透過型電子顕微鏡像は図３に示すように炭素フィラーがポリマーマトリックス
中に均一分散していた。
比較例２～３
　表２に示す配合処方に代えた他は比較例１と同様にして構造体を得た。評価結果を表２
に示した。この成形体は炭素フィラーがポリマーマトリックス中に均一分散していた。
比較例４～５
　表２に示す配合処方に代え、３１０℃で練り合わせ、３２０℃で射出成形した他は比較
例１と同様にして成形体を得た。評価結果を表２に示した。この成形体は炭素フィラーが
ポリマーマトリックス中に均一分散していた。この成形体は透過型電子顕微鏡像が図３に
示すように、炭素フィラーがポリマーマトリックス中に均一分散していた。
【００５７】
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【表２】

【００５８】
実施例１１～１５
　表３に示す配合処方に代えた他は実施例１と同様にして構造体を得た。評価結果を表３
に示した。これらの構造体はマーブル模様状にＰＥＥＫ相（白色部）と炭素フィラー相（
黒色部）とが分布していた。
実施例１６～１８
　表３に示す配合処方に代え、加圧成形時の温度を３１０℃にした他は実施例１と同様に
して構造体を得た。評価結果を表３に示した。これらの構造体はマーブル模様状にＰＰＳ
相（白色部）と炭素フィラー相（黒色部）とが分布していた。
実施例１９～２１
　表３に示す配合処方に代え、加圧成形時の温度を２２０℃にした他は実施例１と同様に
して構造体を得た。評価結果を表３に示した。これらの構造体はマーブル模様状にＰＰ相
（白色部）と炭素フィラー相（黒色部）とが分布していた。
【００５９】

【表３】

【００６０】
比較例６
　ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）粒子７０質量部と気相法炭素繊維（ＶＧＣＦ
－Ｓ）３０質量部とを同方向２軸押出機を用いて３６０℃で練り合わせ、次いで３８０℃
で射出成形して成形体（１００×１００×３ｍｍ厚、フィルムゲート）を得た。この成形
体を各種評価試験に必要な形状に切削加工して試験片を得た。評価結果を表４に示した。
この成形体は図２に示すように、炭素フィラーがポリマーマトリックス中に均一分散して
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いた。
比較例７～８
　表４に示す配合処方に代えた他は比較例６と同様にして構造体を得た。評価結果を表４
に示した。この成形体は炭素フィラーがポリマーマトリックス中に均一分散していた。
【００６１】
【表４】

【００６２】
　本実施例、比較例で使用した炭素フィラーは次に示すとおりのものである。
〔気相法炭素繊維〕
イ）ＶＧＣＦ（登録商標）：昭和電工製気相法炭素繊維（平均繊維径：１５０ｎｍ、平均
繊維長：１０μｍ、比表面積：１３ｍ２／ｇ、アスペクト比：６７、Ｉ０＝０．２）を使
用した。
ロ）ＶＧＣＦ－Ｓ：昭和電工製気相法炭素繊維（平均繊維径：１００ｎｍ、平均繊維長：
１１μｍ、比表面積：２０ｍ２／ｇ、アスペクト比：１１０、Ｉ０＝０．２）を使用した
。
〔炭素繊維〕
黒鉛化炭素繊維
　グレード名：ＸＮ－１００（チョップドファイバー）　日本グラファイトファイバー社
製
〔黒鉛〕
　グレード名：ＵＦＧ－３０　　　昭和電工社製
【００６３】
　本実施例、比較例で使用したポリマー粒子は次に示すとおりのものである。
１）ＰＥＥＫ
　グレード名：４５０Ｐ　　ビクトレックス・エムシー社製
　平均粒子径２０μｍ、融点３４３℃
２）ＰＰＳ
　グレード名：ＬＤ－１０　　大日本インキ社製
　平均粒子径２０μｍ、融点２８０℃
３）ＰＢＩ
　１００ＭＥＳＨ　ＰＯＬＹＭＥＲ　　ＰＢＩ　ＰＥＲＦＯＲＭＡＮＣＥ　ＰＲＯＤＵＣ
ＴＳ，ＩＮＣ社製
　平均粒子径２０μｍ、荷重たわみ温度４３５℃（ＡＳＴＭ　Ｄ－６４８、荷重１．８２
ＭＰａ）
４）ＰＰ
　グレード名：ＰＭ８０１Ａ（ホモ）　サンアロマー社製
　平均粒子径２０μｍ、融点１６０℃
【００６４】
評価物性　　物性の測定方法
１）体積固有抵抗
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　ＪＩＳ　Ｋ７１９４に準拠し、四探針法により測定した。
２）ノッチ付アイゾット衝撃試験
ＡＳＴＭ　Ｄ２５６により、測定した。
３）熱伝導率
　京都電子工業社製迅速熱伝導率計を使用し、熱線法で測定した。
【図面の簡単な説明】
【００６５】
【図１】本発明の構造体（乾式混合・加圧成形）の一例の光学顕微鏡像を示す図である。
【図２】ポリマーと炭素フィラーとを溶融混練・圧縮成形した成形品のＳＥＭ像を示す図
である。
【図３】ポリマーと炭素フィラーとを溶融混練・射出成形した成形品のＴＥＭ像を示す図
である。
【図４】（Ａ）は本発明の混合物を模式的に示した図であり、（Ｂ）は本発明の構造体を
模式的に示した図である。
【符号の説明】
【００６６】
Ａ：ポリマー相；Ｂ：炭素フィラー相；

【図１】 【図２】

【図３】
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